






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1）これらの問題についても、生活困窮者自立支援法（2013 年）や更生保護法（2007 年）、犯罪被害者等基本法（2004 年）、
発達障害者支援法（2004 年）等が制定され、順次法的な措置が講じられている。
2）例えば、「社会からの排除」として非正規雇用やニート、ホームレス、外国人等、「表出されないニーズ」として虐
待や暴力、意欲の喪失、ひきこもり等、「社会的な支援に対する合意形成が困難なニーズ」として犯罪や反社会的行為、
多重債務、望まない妊娠等に起因するものが挙げられるが、これら要因が複合的に発生したりして多様なニーズに転
化することが多く、単純に類型化できない場合も少なくない。
3）高澤は、社会福祉基礎構造改革（2000 年）による自立生活と自己責任に基づく支援モデルへの転換に際し、公権力
が果たすべき社会的規制の高度化や専門的介入のアカウンタビリティなどに関する問題の検討が潜在化されていると
いう指摘を行っている（高澤 2000：83）。
4）金子は、一連の改革が「低コスト化」とセットで行われ、利用者や事業者に負担を強いるなど、新たな課題をもた
らす懸念がある点に目を向けている（金子 2017：85）。
5）金子は、非政府部門は、政府はインプット（財政）とアウトプット（成果）の双方でコントロールされる中で、組
織や事業の存続を考えなければならず、その中で利用者の選別や誘導を強いられることになることを指摘している（金
子 2017：88）。
6）國光は、相談支援機関が期待される役割を果たすためには、自治体や関係機関のトップレベルでの理解や、多忙な
業務に対する協力を得られる見通しなどが必要であり、国による財政的支援や法令や通知だけでは、全国的な体制整
備は困難であるとしている（國光 2011：145）。
7）竹田は、分野横断的な相談支援を展開するためには、協働する機関への働きかけも含めて、重層的な相談支援が重
要であることを指摘している（竹田 2016：10）。
8）ソーシャルワーク教育団体連絡協議会は、ソーシャルワーカー養成教育の課題として、「相談援助論（ソーシャルワー
ク論）」の比重を増やすとともに、社会福祉の価値や目的に関わる教育を重視すべきであると提言している（ソーシャ
ルワーク教育団体連絡協議会「新福祉ビジョン特別委員会」2016：6）。
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